
研究と報告

高等部 のみを設置 する精神薄弱養護学校 にお ける

職業教育 をめ ぐる状況 の検討*
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本研究では,高 等部のみを設置して主として職業教育を行う精神薄弱養護学校を対象 とし,設 置学科,

職業関係教科等の教育課程上の位置づけ,現 場実習,及 び進路についてその特徴を整理し,検 討を加えた。

その結果,こ れらの精神薄弱養護学校では,(1)大半の学校において職業教育に関する学科ではなく,普 通

科が設置されていた,(2)職業関係の教科は帯型の形態で位置づけられ,生 徒の生活のリズムへの配慮がみ

られた,(3)系統的な現場実習が行われていた,及 び,(4)多くの生徒の進路は就職であったがその割合は徐々

に低下する傾向にあったことなどの点について整理された。

そして,あ る程度の実践を積んできた学校では在籍生徒の障害の程度の変化に伴って,一 つの過渡期に

さしかかっていることが指摘された。

課 題 と目的

障害を持つ生徒の後期中等教育への進学率は次

第に上昇してきた。平成4年5月 現在での盲学校

及びろう学校中学部の卒業生のそれは95%を 越え

ており1),障害を持たない生徒の進学率とほぼ同

じ率を示している。

一方,養 護学校中学部卒業生の場合は全国平均

で約75%2)で あり,相 対的に低い値を示 している。

また,地 域によって進学率が30%台 後半からほほ

100%ま でと,大 きな偏りがあるのも特徴である。

ここで精神遅滞児に目を向けると,こ のような

状況にあって希望者全員を高等部へ受け入れるこ

とが必要であると考える意見も多く,進 学への希

望が強いことが示されている3)。

しかし,各 都道府県における精神遅滞児の高等

部(高 等部のみを設置する学校も含む)へ の進学

率 と中学段階での養護学校学級数及び特殊学級数

に対する養護学校高等部の学級数の比に明白な関

係がみられるように4),進学の希望があってもそ

の受け入れの絶対量が不足しているのが現状であ

る。

養護学校高等部をわが国の精神遅滞児教育史の

流れから見れば,そ れは実践的課題 としての社会

自立5)のための中間的教育機関の必要性6)にその

源をたどることができ,制 度的にも特殊教育総合

研究調査協力者会議(1969)や 特殊教育研究調査

協力者会議(1982)の 報告,さ らに教育課程審議

会の答申(1988)で 後期中等教育の重要性が認識

されてきた。

また,精 神遅滞児が中学卒業期になると学習意

欲や知的能力,社 会性等の側面における教育効果

が伸長期を迎えることを指摘して,そ れに応じた

後期中等教育機関が必要であるとの見解 も示され

ていることが明らかにされている7)が,こ うした

観点からも高等部へのニーズが強いことがわかる。

しかしながら,高 等学校に特殊学級を設置する

ことが現在の入学者選抜制度との関連で無理があ

る8)ために,精 神遅滞児の後期中等教育の場は精

神薄弱養護学校しかない9)とまでいわれるほどに

選択肢が限定されている現状にあって,高 等学校

教育の改革10)ともあわせて在籍生徒の多様化への

* A Consideration of Vocational Education at High 

Schools for Pupils with Mental Retardation

**兵 庫教育大学学校教育学部

Tomomi SANAGI : Fuculty of School Education 

Hyogo University of Teacher Education

***筑 波大学心身障害学系

Masaru NAGAWA : Institute of Special Educa-

tion University of Tsukuba

9



職業リハビリテーション 第7巻(1994)

対応もふまえながら高等部教育の質的量的充実を

いかに図っていくかが大きな課題となっている。

こうした中で,主 に中学校精神薄弱特殊学級卒

業者11),また将来特に職業的自立が可能12)と考え

られる生徒,す なわち比較的軽度の障害を持つ生

徒を対象として,職 業教育を中心とした教育活動

を行うことを意図して設置された高等部単置の養

護学校がある13)(以下高等養護学校)。 これらの中

には開校後4半 世紀を経過した学校もあるが,大

半は1980年代以降に設置が進められており,全 体

としての歴史は浅い。また,地 域ことに設置に至

る経緯や各校の後期中等教育機関としての役割,

位置づけも異なっていることから包括的にとらえ

にくい側面も持っている14)。

しかし,職 業教育を中心に据えるという各校の

共通性に着目すれば,こ れらの学校は特に軽度精

神遅滞児に対する後期中等教育段階の一つの特色

ある教育形態,ま た,義 務教育修了後の軽度精神

遅滞児の一つの進路選択肢 として検討する意義が

認められる。

そこで,本 稿では職業教育を中心に据えた高等

養護学校特有の性格の中で設置学科,教 育課程等

を取り上げ,そ の特徴を整理し検討することにし

た。

方 法

1.対 象と分析資料

平成5年4月 現在精神遅滞児を対象とした高等

養護学校(分 校含む)は 全国に37校ある。このう

ち都市部にあって,主 として高等部在籍生徒の過

密問題の解消のために独立,又 は新設された学校

(7校),及 び平成5年 に設置された学校(2校),

さらに,特 定の宗教 との強い結びつきをもち,職

業教育を明示していない学校(1校)は 除いた。

したがって,こ れらに該当しない27校を対象とし

た。

分析資料は,各 校で発行される学校要覧(設 置

学科,教 育課程等が示される),及 び職業教育に関

する内容を含む実践研究紀要(こ れに類するもの

を含む。実際の指導内容が示される)と した。

2.資 料収案 と回収率

1993年7月 中旬に各校に対して学校要覧及び実

践研究紀要等の送付を郵送にて依頼し,8月 下旬

までに回収を行った。

資料は27校中26校より収集された(回 収率96.3

%)。 収集資料の内訳は,学 校要覧が26校より,実

践研究紀要等は22校より(同81.5%)で あった。

3.検 討対象内容

検討対象内容として,「設置学科」,「職業関係教

科及び作業学習の教育課程上の位置づけ」,「現場

実習」及び 「進路」に関する内容を収集された資

料より整理した。

結果 と考察

1.設 置学科

今回の調査で回答のあった精神薄弱高等養護学

校に設置されている学科の一覧とその数を表1に

示す。

表1高 等養護設置学科名と設置数
(調査協力26校)

※複数設置含む

表1か ら明らかなように,大 半の学校では職業

教育を主とする学科ではなく普通科が設置されて

いた。高等養護学校では職業教育を中心に据える

ことを教育目標の柱の一つに掲げているにも関わ

らず,こ のように大半の学校で普通科が設置され

ていたことは注目されてよい。

平成6年 度施行の高等部学習指導要領では,職

業教育の重視が改訂の一つの要点となっており,

特に職業教育を中心にすえた高等養護学校の場合

にはこれを念頭においた学科編成の見直し15)が先

行して進められるものと予想されたが,こ の数年

10



真城 ・名川:高 等部のみを設置する精神薄弱養護学校における職業教育をめぐる状況の検討

間に新たな学科を設置した学校は少なく,依 然普

通科が中心である。

職業に関する学科を持つ特殊教育諸学校にはそ

れに対する補助金が交付される16)ため,職 業教育

を中心とした教育活動を行う場合,こ うした学科

を設置する方が利点があるにも関わらず,普 通科

が大半を占めていることについては次のように考

えられる。

第一の理由として,長 期的に見た場合に普通科

として設置した方が個別のニーズの幅が広い生徒

の実態に応じて柔軟に教育課程を編成できること

があげられる。このことは産業料のように比較的

広 く内容を設定できる学科を設置するか,あ るい

は一つの学校内に複数の学科を設置することによ

っても同様であるが,普 通科では 「職業」や作業

学習で取り入れる内容をより柔軟に設定できるこ

とから,そ の内容として職業教育を取 り扱う方法

がとられていると考えられる。普通科で様々なコ

ースを設置する方法を採用している場合も同様で

ある。実際にこれらの内容は,職 業教育を主とす

る学科の内容に相当し,多 様な種類が設定されて

いた。具体的内容について主なものを表2に 示す。

表2「 職業」や作業学習の主な内容

農業 に関 す る もの

農 業,農 芸,農 耕,園 芸,

栽 培,環 境 造成

工業 に関す る もの

木 工,金 工,紙 工,革 工,機 械,印 刷,

窯 業(陶 芸),セ メ ン ト(コ ンク リー ト)

加 工,塗 装

家庭 に関す る もの

家 政 ・被服,縫 製,縫 工,織 物,染 色,

手 工芸,食 品加 工

その他

ク リーニ ング(洗 濯),生 物 工学

普通科でも非常に職業教育に密着した内容が取

り入れられており,実 質的に職業教育に関する学

科にほぼ相当していることがわかる。

第二の理由は,設 置地域に関わるものである。

実は表1に 示した職業教育に関する学科の大半

(産業料を除く)は 北海道の学校に設置されてい

る。これまでは学区が広いこともあって,小 ・中

学部 と高等部を分離した形態が中心であり,北 海

道における高等部は対象者を限定して「職業教育」

を行うという位置づけが明確になされてきた。こ

のため,単 置校であっても他の養護学校高等部と

の位置づけの問題が生じる他の地域 とは異なり,

高等部が限定的な存在として用意された北海道で

は職業教育に関する学科の設置が進められたと考

えられる。しかし,現 在では在籍生徒の障害の重

度化に伴い学科ごとに完全に生徒を分けて対応す

ることが困難 となり,実 際の学習指導にあたって

は学科を越えた学習集団を編成し複数の学科の内

容を履修させるといったことが行われている。ま

た近年,比 較的知的な障害の重い(中 ・重度)生

徒を対象として職業教育に関する学科(生 活園芸

科 ・生活窯業料)を 設置し,実 践が開始されてい

ることも明らかとなった。これは北海道での高等

部への全入要請の高まりを反映し,現 在道内で計

画されている高等部の大幅な増設計画にあわせて,

これまで軽度児を対象に蓄積された実践成果をよ

り障害の重い生徒にいかに活かすことができるか

という課題への一つの姿勢 とみることができる17),

そして普通科,職 業料を問わず,作 業内容への生

徒の配置の工夫等の環境操作によって,障 害の程

度やニーズの多様性を受容できる形態へと発展さ

せることも意図される必要があろう。学科の設置

については柔軟性の利点を考えれば,普 通科の方

がより広範な内容にわたって環境操作を行いやす

いともいえる。しかし,職 業学科でも専攻領域の

範囲内での対応が可能であるし,上 述したような

他学科の内容を履修することができるシステムで

あれば,重 度の生徒を対象にした新たな学科設置

という方策に加えて,よ り広い幅の知的な障害の

程度への対応が可能となるはずである。

2.職 業関係教科及び作業学習の教育課程上の位

置づけ

教育課程上 「職業」(こ こでは 「家庭」も含める

が,以 下 「職業」とする)は 教科,作 業学習はよ

り広い視点に立って領域 ・教科を合わせた指導形

態の一つであり,両 者は同義ではないので本来は

別個に取り扱うべきであるが,本 稿ではまとめて

取り扱うことにした18)。

これらの学年ごとの週時数についてまとめた学
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校 数 を表3に 示 した。

「職 業」 や作 業学 習 に は
,週 に10～15単 位 時 間

を とって い る学校 が7割 近 くを 占めた 。 それ以上

の時数 を割 り当て てい る学 校 を合 わせ る と約8割

に も達 した 。学 年間 の差異 は見 られ なか った。 中

には週 に19単 位 時間 もの設 定 を して い る学校 も見

られた が,平 均 の週時 数 はお よそ12単 位 時 間で あ

った。 これ は教育 課程 の約4割 を占め る値 で あっ

た。 中 ・重度 児 が6割 以上 を占め る標 準 的 な精 神

薄弱 養護 学校 高等 部 の それ が約3割 で あ る19)こと

か ら週 時 数 は高等 養護 学校 の方 が特 に多 い とはい

えない。

表3「 職業」及び作業学習の週時数

ごとの学校数(総 数26)

むしろ,教 育課程編成上で特徴的なのは,時 間

の設定の仕方である。

高等養護学校では 「職業」や作業学習の時間の

設定を曜日にまたがって一定の時間帯に配置する

いわゆる帯型の形態,も しくはそれを中心に他の

時間帯にも設定するという形態が主に採用されて

いる。一週間の設定時間からすると一日に3～4

単位時間が職業教育等に当てられていることにな

る。

さて,帯 型の形態は,毎 日ある程度一定した時

間の設定をすることから,「生活の流れを作る」こ

とが可能となるという利点が認識されている20)。

高等養護学校では特に将来の職業生活を意識し,

生徒が一日の生活の流れを意識しやすいように設

定しているものと考えられるが,帯 型の形式を導

入することによって,一 定の活動を毎日の生活リ

ズムに位置づけているという点が重要である。

なお,教 室利用の都合上から完全な帯型の形態

が設定できない場合でも,精 神遅滞児の特性を考

慮し,指 導の成果をより高めるために学習の間隔

を長 く開けず,指 導の連続性が保たれるように毎

日もしくは隔日で作業学習等を設定しているケー

スもみられた。

さらに,作 業内容を複数選択して履修すること

が可能 とされている学校 もあった。これは複数の

技術要素を学習できるばかりでなく,活 動ごとの

減 り張りを明確にする効果も持つ。生徒の教育的

ニーズを考慮しつつ,選 択肢も複数を用意するこ

とが活動への意欲を高め主体性を養う上で必要な

要素であるといえよう。

3.現 場実習

現場実習は1校 を除き全ての学校で明確な形で

位置づけられていた。また,大 半がその準備段階

として職場見学や校内実習を位置づけたり,学 年

の進行に沿って校内から校外へ と実習期間が長く

なるような設定をするなど,系 統的に実施されて

いた。実習期間は学年が進むほど長 くなり,3年

次では年間におよそ6～8週 間程度であった。

そもそも現場実習は将来の職業生活 と学校での

生活 との差を埋める方途として考え出されたも

の21)で,校内での学習活動の現実度や生徒の意識

を高め,ま た生徒の職業能力(知 識・技能・態度)

を現実場面の中で指導しながらその評価も同時に

行えるという特徴を持っている。

現場実習は,現 実には学校側の職場開拓や事業

所側においての試採用的要素,す なわち就職のた

めの事前要素としての役割も併せ持っている。進

路指導の一環 としての位置づけからはこのような

役割から完全に離れることができない現状がある。

しかしながら,就 職との関わりからいえば現場

実習が絶対的に必要であるとは言い切れない面も

ある22)。少なくとも就職への移行という意味だけ

に限れば,通 常の校内活動で作業課題の分析や評

価を積極的に行い,進 路指導の際には関係機関と

の連携を早期から密にすることで現場実習を明確

に位置づけなくともシステムとして進路指導の成

果を上げている学校が存在するからである。

したがって,現 場実習については就職を強く意

図した,す なわち職業生活への移行プロセスとし

ての役割にとどまらず,「働く」活動そのものにつ

いての生徒の意識を高めたり,将 来の社会におけ

る生活を意識させる機会としての要素にむしろ注

目する必要があるといえる。すなわち,職 場 とい

う社会での経験を通じて生徒に対して卒業後の生
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活 への関 心 を喚起 させ る指導 が行 える とい う要 素

をよ り重 視 す るべ きで あ ろう。

4.進 路

高 等養 護学 校全 体 の進路 先 の割 合 を表4に 示 し

た23)。表 中の数 値 は各校 よ り収 集 した資 料 に進 路

先が 示 され た16校 の5,235名 につ いて一 般就 職 作

業所,施 設等,進 学,そ の他 に大 別 して割 合 を計

算 した もの で あ る。

表4 高等養護卒業生の進路先割合

(%)

これ に よ る と全体 の平 均 で7割 弱 の生徒 が卒 業

の時 点 で就職 して い る こ とが 示 され た。 そ して,

作業 所 も含 め る と卒業 生 全体 の3/4が 何 らか の賃

金 を得 る進路 につ いて い る。 また,施 設 の分類 中

で は授産 施設 が 多 い とい う報 告 もみ られ た24)。

なお,一 般 の精神 薄弱 養護 学校 高 等部 卒業 生 の

就職 率 は この10年 ほ どは3割 か ら4割 の間 を推移

して い る25)。

入 学 当初 か ら生 徒 の希望 進 路 として 「就 職 」が

多 い とい う高 等養 護学 校 の性格 上,卒 業後 の 進路

にお いて就職 率 が高 い の はあ る程 度 は必然 的 で も

あ るが,近 年 で は就職 率 が徐 々 に低下 す る傾 向 に

あ る。 これ を表5に 示 した。 学校 に よって就職 率

の平 均 に差 が み られ るが,お よそ最初 の卒 業 生 を

送 り出 してか ら数年 後 に就職 率 が ピー クに達 し,

その後 は変動 もあ るが徐 々 に率 が低 下す る様 子 が

理解 で きる。 また,網 掛 けを した部分 に 目を向 け

る と,全 体 的 に次 第 に就 職率 が低 くな って い る こ

とが わ か る(平 均 就 職 率:91.0%(S55),66.8%

(S60),59.9%(H2))。

この原因 と して は26)高等 養護 学校 とい え ど も在

籍 す る生徒 の障 害 の程度 が重 くな って きた ことに

加 え,進 路 先 の開拓 及 び確保 が 生徒 の数 に追 い つ

か な い こ と27),そ してか つて の よ うな徹 底 した就

職 の ため の職 業 教育 とい う側 面 が弱 くな って きた

こと28)が主 な もの と考 え られ る。 さ らには生 徒 の

職 業 に対 す る意 識 が十分 に育 って いな い こ と29)も

指 摘 され てい る。 なお,進 路 としての 「就職 」 に

は経済 動 向 に伴 う就 業措 置 の変動 や 地域 要 因 な ど

多 くの変数 が影 勢 を及 ぼ してい る こ とはい うまで

もない。

表5 高等養護学校卒業生の進路に占める就職者の割合(16校)

数値は各々の卒業生総数に占める就職割合
*は それ以前の年度を合計した値であることを示す

13



職業 リハ ビ リテー ション 第7巻(1994)

進路指導にあたっては,卒 業時点で就職できた

かできなかったかという結果のみを議論の対象に

するのではなく,個 々の生徒が社会での生活を念

頭に自らの進路をどの様にとらえ,ま た,そ れに

対していかなる態度を形成しているかが問われな

ければならない。

こうした点に関する指導は職業教育というより

も職業前教育として行われる内容であるといえる

が,軽 視することはできない内容である。

まとめ

本稿で述べてきたような高等養護学校における

教育活動やその成果は,生 徒の障害が比較的軽度

であったという要因と切 り離せないことはいうま

でもない。現在,在 籍生徒の障害の状態の変化 と

ともに進路に占める 「就職」の割合の漸減を前に

して,高 等養護学校は従来の職業教育の在 り方の

見直しに迫られている。これまでのような限定的

な職業教育ではたとえ障害が軽度の生徒であって

も 「就職」という形での生徒の進路に結びつける

ことが困難であり,む しろ職業前教育として社会

で生活する上で必要となる様々な基礎的な能力を

育てることが重要であることも経験的に理解され

るようになった。すなわち,あ る程度の実績を積

んできた高等養護学校では,精 神遅滞児には 「適

職」という考え方が適用しにくいという指摘30)と

同じ文脈において,新 たな実践のあり方に向けた
一つの過渡期を迎えているのである。もちろん「職

業」に関する授業では,技 能的側面をも含めた職

業教育の質を高めるべ く努力が行われること自体

は否定されることではないが,学 校活動全体の中

では今後,よ り障害の程度の重い生徒のニーズに

応じて職業教育よりも職業前教育にウェイトを置

かざるを得なくなるものと予想される。

平成6年 度からの改訂学習指導要領の実施に向

けて,多 くの養護学校高等部においては 「職業教

育重視」の基本方針を前に学科編成の見直しや教

育課程の編成に苦慮している。こうした中で基本

方針に対する賛否両方の立場から高等養護学校が

一つのモデルとして取 り上げられることが多いが,

本稿で述べてきたような過渡期にある高等養護学

校像を適切に理解した上で議論を行うべきである。

このような点をふまえて現在までに蓄積された

高等 養護 学校 の実 践 の経験。を活 か す こ とが重 要 で

あ る とい えよ う。
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徹 底 した 学校工 場 方式 を導入 した高 等養護 学校
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